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「三田学会雑誌」85卷3 号 （1992年10月）

販 売 競 争 と 経 済 厚 生

大 山 道 広 *

1. は じ め に

日本企業は市場シ- アを重視し，その維持 • 拡大を目指して激しい競争を展開するといわれる。

こうした「日本型経営」はその「成功」の要因であり，日本経済の高度成長に貢献してきたと評価

されることが多い。しかし，「日本型経営」に対する懐疑ないし批判も従来から少なくない。特に

最近では，国際貿易摩擦の激化を背景として，その功罪をめぐる論議が活発になっている。そのひ

とつの論点は，日本企業のやり方が欧米企業に対する「侵略」であるばかりか，国際的な「過当競

争」をひき起しているというものである。これに対して，日本企業はむしろ価格の低下を通じて日
⑴

本のみならず世界の消費者の利益を増進しているという反論もある。企業間競争の原因と結果を解 

明する一般理論があれば，これらの議論を整理し，さまざまな主張を明確に位置づけることができ 

よう。しかし，現在のところ，そのような理論が確立されているとはいえない。本稿では，簡単な 

部分均衡モデルを用いて，個々の企業の「拡販」意識が企業間の競争や経済厚生に及ぼす効果を例 

解してみたい。

以下，第 1 節では企業が利潤だけでなく販売量にも関心を払うという基本的な設定の下で，平均 

費用が規模に関して不変である場合の市場競争の特徴を明らかにする。第 2 節では，平均費用が可 

変的なケースを取り上げる。日本型企業が欧米型企業よりも拡販意識が強いものとすると，費用関 

数に異同の無い限り，いずれのケースでも日本型企業の販売量は欧米型のそれを当然上回る。しか 

し，両企業の利潤や世界全体としての経済厚生は平均費用が不変か通増的か通減的かによって異な

* 本研究は文部省科学研究費及び慶應義塾大学学事振興基金の助成による研究の一部である。国際経済 

学会関東部会，神戸大学経済経営研究所，慶應義塾大学経済学会コンファレンス及び九州大学コンフr  
レンスで旧稿を報告する機会を得た。 その際，参加者の方々，特に Serguey Braguinsky, Winston. 
C h an g ,吹春俊隆，柳川範之の諸氏から有益な改訂ないし加筆につながるコメントを頂いた。併せて謝 

意を表したい。

注 C 1 ) たとえば，盛 田 （1 9 9 2 )は経営者の立場から日本型経営のあり方を反省し，いくつかの思い切った 

提言をしている。この論文は大きな話題となり，ビジネスマンやエコノミストの間に賛否両論をまき 

起こした。
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ることが示される。第 4 節では，日本型企業が日本と外国（欧米）の経済厚生に及ぼす効果を区別 

して検討し，その国際的所得分配への影響を論じる。第 5 節では，企業が戦略的に真の目的関数と 

は異なる目的関数を最大化する可能性にっいて考察する。その特殊ケースとして，企業が本当は利 

潤にしか関心がない場合でも戦略的に販売量にも関心を払うことが合理化される。最後に，第 6 節 

では本稿の分析結果を要約し，若干の問題点を指摘する。

2. 不変費用モデル

企業 1 ， 2 が同一の製品を生産し，世界市場でクールノー競争に従事しているものとする。企業 

*• の販売量をル，利潤を^ とするとき，その目的関数は，

t i=ni'X iai a g O  ( i = l , 2) ( 1 )
によって与えられる。〜> 0 のとき，企業 n t利潤だけでなく販売量に関心をもっことになる。そ 

の意味で内 は企業 i の拡販意識を反映するパラメ一ターである。企業が利潤だけでなく販売量に 

関心をもっとするのは特に目新しい考えではない。企業の株式が一般大衆の間に分散して所有され 

るようになった結果，経営者は多少とも株主の意向から独立に行動することができるようになったo 
これはBerle and Means (1932)以来繰り返し指摘されてきたところである。ここでは，「日本型」 

企業が「欧米型」企業にくらベて経営者の株主からの独立性が高く，その分拡販意識も強いという 

前提に* っ)。以下，企業 1 は 「日本型」，企業 2 は 「欧米型」として，も2 0：2 と仮定する0 この製 

品の世界需要a は価格p に

p = —ax +  b a，b>Q ( 2 )
のように依存しているものとする。

論点を明確にするため，両企業の費用関数は同一と仮定する。本節では，平均費用が一定で，費 

用 h.が
ki=cx% c > 0  ( 3 )

と表されるケースを取り上げる。この場合，利潤のは

^i—Cp—c)Xi ( 4 )
と表される。ただし，c < 6 と仮定する。

以上の想定の下で，企業/ の反応関数は

注 （2 ) 経営と所有の分離が企業行動に及ぼす影響にっいては， Sherer (1980)，Tirole (1 9 8 9 )等参照。

Baumol (1 9 5 9 )の売上高最大化仮説やClarkson and Miller (1982) の従業員数最大化説は経営者 

が企業規模を重視するとするもので，本稿の仮定に近い。仮に企業行動が株主と従業員（あるいはそ 

の代表としての経営者）とのバーゲニンダによって決まり，従業員の目的が販売量（ないし従業員数） 

の最大化であるとすれば，企業の目的関数は（1 ) のような形のものになる。その場合，ちは，企業 

f における従業員の株主に対する交渉力を表すと解釈される。Binmore，Rubinstein and Wollinsky 
(1 9 8 6 )参照。 しかし， 第 5 節で示すように，経営者の真の目的が利潤最大化であるような場合でも 

戦略的に（1 ) のような目的関数をもっているかのようにふるまう可能性がある。
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ル---------- ( 2 + ^ -------- Ct^ j l  ( 5 )
となり，これを解くとクールノー均衡の販売量は

• 一 C l+ aD C b-c)  r f iN
ルー C 3 + « i+ «2)fl ( 6 )

となる。 よりa；I 2 W となる。このとき，製品価格は（2 ) ，（6 ) から

た n : : r : )c  ⑴

と表される。ダ は a!，a2 の減少関数であり，A ないしa2 が無限に大きくなると競争均衡価格c 
に収束する。たとえば企業1 の拡販意識が高まれば，価格が低下し，社会的余剰（消費者余剰プラス 

生産者余剰）が増大すると言える。

図 1 はこのことを例解したものである0 ( 2 ) において尤ニれ+ れとし，企業 f の反応関数（5 )  
からの (ノ尹:•）を求めてそこに代入すると，企業/のク一ルノー  供給関数（池間，(1990))

^ = c + T ^ T Xi C 8)
が得られる。これは企業 / が企業ノ•のさまざまな販売量に対応してその利潤を最大にするような価 

格と販売量の組合せの軌跡である。図 1 の CS2 は企業2 のクールノー 供給関数のグラフ（以下ク一 

ルノー 供給線） である。 また C S は企業1 ，2 のクールノー線を水平に加えたものであり，世界全体 

としてのクールノ一供給線である。クールノ 一均衡はC S と逆需要関数のダラフA D との交点五で 

示される。企業 1 の販売量はM ，企業 2 の そ れ は で あ る 。らを一定としてもが増大すると 

C S は下方にシフトし，たとえばC S 'となる。このとき，価格は O G から OG，に低下し，社会的

図1
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余 剰 は 五 五 だ け 増 え る 。企業 1 の 販 売 量 は に 拡 大 し ，企業 2 のそれはG T 'に縮小す

る。その結果企業2 の利潤は減少するが，企業 1 の利潤がどう変化するかは明確でない。A が無限

に大きくなれば，ク ー ル ノ ー 均衡点は競争均衡点Q に収束する0
ク ー ル ノ ー 均衡における企業 / の利潤は，（6 ) ， （7 ) を （4 ) に代入して

_ • ( l + a f) ( 6 —c)2 “  ヽ
( 9)

と計算される。a ig a 2 よりバミポとなる。日本型の企業1 は欧米型の企業2 に比べて，販売量だ 

けでなく利潤も大きくなるのである。両企業の平均費用が同一で，一定であることから，両者のマ 

—クアップ比率は同一となる。市場シエアの高い企業1 の利潤が大きくなるのはそのためである。 

« 2 を一定としてA が増大するときW は減少するが，W がどう変化するかは一般に確定しない。 

X*を A で微分すると

( 10)(1 —a i+ a 2j ( 6 — か 

da' C 3 + a i+ a 2y a
となる。《2= 0 の場合，企業 1 の利潤はa 1 =  l のときに最大になると言える。

3. 可変費用モデル

前節の分析結果は平均費用不変の仮定に強く依存している。本節では費用如が

k i  =  CXi  +  VXi  (11)
によって与えられるケースに分析を拡張する。平均費用はりが正か負かに応じて増大または減少す 

る。この場合，利潤。 は

冗 i = Cp—c ) X i _ v x r  (12)
.と書ける。企業 i の反応関数は

ル』 ^ ^ 时  ⑶

■となる。利潤最大化の第2 次条件から f l + y > 0 でなければならない。クールノー 均衡の販売量は 

aj* i=-y{(l+at)(6—c)[ f l+ (2 + a i)y ]}  Q 丰 j )  (14)

.と表される。ただし，

J= C 3+ a i+ a2)f l2+ C 2 + a i ) ( 2 + a 2)(2a4-y)y  (15)
( 3 )

である。ここで，ク ー ル ノ ー 均衡の安定条件によってJ > 0 とする。ただし，y > 0 の場合にはモデ

注 （3 ) ここでは各企業が1 期前の他企業の生産量に反応するものとして 

__(l+ a i) ib——c—_aXit- \ ) ,
Xit (2 + « i)(c+  '0

という調整過程を考えている。ただし，各企業の生産量の下添字ら^—1 は期間を示すものとする。 

この調整過程の定常均衡，すなわちクールノ一均衡が安定となるためにはd > 0 でなければならない。

—— 9 C 3 6 I)——



ルの基本的な仮定によって自動的にd > 0 となるので安定条件に訴える必要はない。（14) から

X*—X2= J j(^b—0 ) 0 . + d)(sxi ~ a i) (16)

を得る。め ミ め だ か ら と な る 。また，（2 ) ，（12)，（14) から

7r*1—7：2= JT(.b—c)(.Xi—xl') [a2 —Cai4-a2+ a ia 2 )(2 a + y )f]  (17)

となる。企業 1 の販売量は企業2 のそれを必ず上回る。しかし，企業 1 ， 2 の利潤の大小関係はヶ 

ースによって異なるo

( i ) 費用遁 増 （i 7 > 0 )のケース

この場合，a g a 2 は必ずしも；rg;r*2 を意味しない。 （16)，( 1 7 )から，a , のとき jrT2?r_2 と

なるための必要条件は

ィ a2~ a 2(2a+v)v  r 、1"'Cl+«2)C2«+ y)t； (18)
である。この条件は，たとえばa 2= 0 で，A が十分に小さい値であればみたされる。A g O である 

から，(18) は

く a1
び2 -  (2a+v)v

を意味している。これはa 2 に上限を画するものである。

企業 f の ク ー ル ノ一供給関数は

( .2 + a i' ) v + ap = c + - 1 +  ̂ i

=  c + 2 v X i - \ - - . +  t Xi (19)

と求められる。図 2 において，CS2 は企業2 のク ー ル ノ ー 供給線， G Sは企業1 ，2 のク ー ル ノ ー  

線を水平に足し合わせたものである。ここでもC S と需要線 4̂Z) との交点五がク ー ル ノ ー  均衡を 

表す。企業 1 の販売量はF£ ，企業 2 の そ れ は で あ る 。a の増大はC S の勾配を小さくする 

から，総販売量の拡大と価格の低下をひき起こす。それにともなって，企業 1 の販売量は増え，企 

業 2 のそれは減るであろう。

企業 i の限界費用は

m c = c  +  2vXi  (20)
によって与えられる。（19)，（20) を比較すれば明らかに

«1=«2=-^- 0 = 1 , 2) (21)

のとき，両企業の限界費用は価格に等しくなり，クールノー均衡は競争均衡に一致する。このとき，

 1 0、J 6 2 ) ------



図2

社会的余剰が最大になることはいうまでもない。 この状態にくらべて， ならば，各企 

業の販売はともに過小に，め= 0：2> ^ ^ ;ならばともに過大になる0 このように，両企業が拡販意識 

をもって行動する場合，競争は「不足」に も 「過当」にもなる可能性がある。

両企業の販売意識が同等でなく となる場合，そのことによってさらに追加的な社会的費

用が発生することにも注意しよう。図 2 はめ> « 2 で，両企業の総販売量が競争均衡の総販売量に 

等しいヶースを示している。限界費用線C i?は の 中 点 M を通るように描かれている。この場 

合，企業 1 の販売量は過大，企業 2 のそれは過小となる。 CF五丑を平行四辺形とすると， 企業 1 
の販売量はO ]  i=FE) で限界費用はJ I , 企業 2 の販売量はO K  (=G F) で限界費用はK L である。 

各企業がG M  ( = M E )を生産するようにすれば，M I J N - M N K L だけの費用を節約することがで 

きる。

( i i ) 費用遲減（i ; < 0 )のケース

両企業の販売量が非負であるためには，（14) から

a + ( 2 + a f)y ^ 0  G = l , 2) (22)
でなければならないo も含0 と併せると，こ れ は を 意 味 し て い る 。以下， a + 2 y > 0 とし 

よう。めミめのとき，（16)，（17)，（2 2 ) から， 企業 1 の販売量も利潤も常に，企業 2 のそれを上 

回ることがわかる。

図 3 はこの場合のクールノー均衡を例示したものである。 CS2，C S はそれぞれ企業 2 のクール 

ノー線，企業 1 ，2 のクールノー線の水平和である。 a 2 を固定してA を増やすと， fl+ y > 0 によ 

って， C S の勾配は減少する。すなわち，クールノー均衡の総販売量は増加し，価格は低下する。 

その結果企業1 の販売量は増加し，企業 2 のそれは減少する。特に

—— 11 C363) ——



一  f  (23)

となるとき，企業 i のク ー ル ノ ー 線は水平線 c r と一致し， ク ー ル ノ ー 均衡は a d と c t との交 

点F となる。ここでは企業2 の販売量はゼロ，企業 1 の そ れ は と な る 。

この場合，各企業の限界費用と生産量との関係は右下がりの直線C7?によって表される。企業 2 
の生産量がゼロのとき，企業 1 の目的関数を最大にする生産量は

ホ 鞋 . 岳  C24)

と計算される。これは明らかにめの増加関数である。社 会 的 に 最 適 な 生 産 量 は と Ci? との交 

点 Q に対応するものであり，

パ: 去 t

となる。（24)，(25) から

o  D  X

(25)

lim x ¥ = - ^ - ~ - < x s (26)

を得る。企業 1 の拡販意識がいくら強くなっても社会的に最適な販売量を実現するには至らないの 

である。

4 . 販売競争と国際摩擦 

以上，「日本型」企業と「欧米型」企業が世界市場で競争するものとして，それが世界の経済厚

------1乙 \ J 6 4 ) --------



生に及ぼす効果を検討した。ここで，世界市場というのは両企業の製品に対する需要が存在し，し 

かも一物一価が成立する市場であればどのような範囲のものでもよい。それは文字通り世界全体の 

市場であるかもしれないし，日本ないし欧米の国内市場であるかもしれない。その範囲をどのよう 

に限定して考えるかによって，世界の経済厚生という意味合いも違ってくる。しかし，いずれにし 

ても，両企業の販売競争が世界の厚生に及ぼす効果だけでなく，それが各国の厚生に及ぼす効果に 

考慮を払う必要があろう。「日本型」企業がさまざまな貿易摩擦をひき起こしているとすればなお 

さらのことである。

本稿では，世界市場が日本と欧米の市場であり，「日本型」企業，「欧米型」企業がそれぞれ文字 

通り日本企業，欧米企業であるものとして，日本企業の拡販意識が日本と欧米（外国として一括する） 

の社会的余剰にいかなる影響を及ぼすかを考察する。簡単化のため両企業の平均費用は一定であり， 

しかも日本と外国の逆需要関数が同一で，

p = ~ i a / 2 ' ) x + b  (27)
と表されるものとしよう。

図 4 において，CS2, C S はそれぞれ^ = 0:2= 0 の場合の企業2 ( したがってまた企業1 ) のクールノ 

一供給線，産業全体のクールノー供給線である。この場合，C S は水平線方向にCS2 を 2 倍にした 

ものにほかならない。また 4̂ 5 . A iPはそれぞれ外国（したがって自国）の需要線，世界全体の需要線 

である。A Z )は 水 平 方 向 に を 2 倍したものである0 ^ = 0 ：2= 0 の場合， ク ー ル ノ ー 均衡がCS  
と A D との交点£：で達成されることはいうまでもない。しかも，現在の想定の下では各国の需要量 

は GF，消費者余剰は三角形AGF，各国企業の利潤は矩形GF/C，したがって社会的余剰は台形 

A PZCによって示される。

日本企業の拡販意識が内外の利潤や経済厚生に及ぼす効果を例解するため，a - a - O の状態と

図4
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« 1 > 0 , a 2= 0 の状態を比較してみようo A がゼロからあるプラスの値に増加すると，前と同じく 

世界全体のクールノー供給線はC Sから右方にシフトし，たとえばC S 'となる。新しいクールノ 

一均衡はC S 'と と の 交 点 E r に変わる。外国企業の販売量はG F か ら GF' C = C /0に減少し， 

日本企業のそれはG F か b  E'F'  ( = C H )に増大する。各国の需要量はいずれもG F か ら G ' K に 

増加する。

日本企業の利潤はG F I C か ら G W C に変化する。消費者余剰がG F K G 'だけ増加しているこ 

とを考慮すると，日本の社会的余剰はF / i i r + /L f f /だけ増加すると言えよう。これに対して，外国 

企業の利潤はG F I C か ら G 'F Y C に減少する。消費者余剰がG F K G 'だけ増加しているため， 

外国の社会的余剰はFゾi f — が正か負かに応じて増加または減少する。 これから，めの増加 

の程度が小さければ，外国の社会的余剰は減少し，その程度が十分に大きければ増加することがわ 

かる。つまり，日本企業が拡販意識をもって行動することは必ず日本の経済厚生を高めるが，外国 

の経済厚生を損なう可能性があるのである。

図 4 においてC G 'は C G /5となるように作図されている。C & の 勾 配 は で v lB の勾配の絶対 

値 は だ か ら ，このときF 7 / T は に 等 し く ，外国の社会的余剰は当初の値に等しい。他方，
( 4 )G F JG 'は J L H I より大きな面積となり， 日本企業の利潤は当初の水準を割りこんでいる。したが 

って，日本企業の拡販意識によって外国の社会的余剰が増加するためには，日本企業の利潤はめ=  
«2 =  0 のときよりも必ず減少していなければならない。

平均費用が通減する場合，日本企業の拡販意識は日本企業により有利に外国企業により不利に， 

そして消費者にはより有利に作用する。したがって，上記と同様な結論が妥当しよう。これに対し 

て，平均費用が通増する場合には，日本企業の拡販意識は外国だけでなく日本の経済厚生も低下さ 

せる可能性がある。「良いものを安く売る」ことは自国だけでなく外国の利益にもなるという主張 

は必ずしも正しくない。本節の分析によれば，「良いものを安く売る」日本企業の攻勢がもたらす 

外国企業の損失は外国の消費者余剰の増加によっては償い切れない場合がある。それが案に相違し 

て深刻な国際摩擦の火種になったとしても何ら不思議ではない。

5. 戦略的販売競争とベルトラン解

これまでのところ，各企業は素朴に（1 ) に示された目的関数の直接的な最大化をはかるものと 

考えてきた。しかし，クールノー 均衡でのその値は拡販意識のパラメ一ターA ，a2 に依存して変 

化する。以上の分析から知られるように，拡販意識の高い企業はその意識の低い企業を販売量だけ 

でなく，利潤においても凌駕する可能性がある。そうであれば，各企業は戦略的に拡販意識のパラ 

メータ一を真の値より高めるインセンティブをもつであろう。一般に，企業の支配者（新古典派的

注 （4 ) 図 4 か ら の 面 積 は CF/)2/ fl, G 'Z J/C の面積は13(F /)2/25 f l と計算される。このとき％ =13 
である。日本企業の利潤は《i =  l のときに最大になり，《i =  3 のときにも= 0 のときと同額になる。
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な企業理論では株主）がその代理人に経営を委託する場合， 自らの真の目的関数の最大化を命じると 

は限らない。寡占的競争が行われている市場では，白社の行動がライバル会社に影響を及ぼし，そ 

れがまた自社の業績にはねかえってくるという相互連関があるからである。本節では，その特殊ケ 

— スとして企業の支配者が経営者に戦略的に拡販意識を強めることを要請する可能性があることを 

明らかにしよう。

企業 /が戦略的に採用する目的関数を

Si= 冗 i . x A  (28)
と書くことにしよう。一般に爲 关 め である。企業《はク ー ル ノ ー 均衡における真の目的関数（1 )  
の値を最大化するように氏の値を選ぶものとする。具体的には，次のような2 段階ゲームの完全 

均衡を考える。両企業は第1 段階で真の目的関数を最大化するようにル，あを決定し，第 2 段階 

で戦略的目的関数の最大化をはかるク ー ル ノ ー 競争に従事すると仮定する。簡単化のため，以下で 

は企業 i の真の目的関数は

(29)
としよう。いうまでもなく，これはどちらの企業も本当は販売量にはまったく関心がないケース， 

すなわちめ= « 2= 0 というケースである。ここでは，平均費用は規模に関して不変で，費用関数

( 2 ) が妥当するものとしよう。

第 2 段階のクールノ一競争では企業 i は氏を所与として戦略的目的関数*を最大化するように 

行動する。企業 z• は利潤の均衡値はC 9) と同じ形になり

_ ««_ ( 1 + ル) ( ゐ一じ) 2 4 一 C3+/91+y32) 2fl C30)
によって与えられる。企業 / はこのことを認識した上で，第 1 段階ではルを所与としてれ"を最 

大化するようにみの値を決定する。その反応関数は

卢*=1 +ル  G ^ j )  (31)
となる。図 5 の见 n ，/?2r2 はこの反応関数のグラフである。これはいずれも勾配1 の直線となり， 

交点をもたない。したがって，このゲームの均衡は形式的には存在しないことになる。

しかし，ゲームの解を拡大して解釈すれば，第 1 段階でル，卢2の値は無限大になると見ること 

もできる。次のような動学的プロセスを考えればよい。各期において企業/は企業；が 1 期前に選 

択したルに反応して当期の爲を決定するものとする。この場合，図 5 に示したように，任意の初 

期状態 5 ( 0 )から出発して，企業 1 , 2 は次第にA ，ルを増やしていく。そのプロセスはS ( l) ,

注 （5 ) 本節と同様な問題意識の下に企業の所有者が経営者に委託する目的関数が内生的に決まることを示 

した先行研究にFershtman and Judd (1987)がある。そこでは，企業*’の真の目的は利潤最大化で 

あるが，戦略的な目的関数は

Si = aiKi+Ql—ai')pxi
とされている。慶應義塾大学経済学会コンファレンスで旧稿を発表した際に，柳川範之氏からこの文 

献の存在を教えられた。
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図5

5 (2 ), S⑶ ……と進む。したがって，戦略的市場競争は発散する。すでに指摘したように，も， h  
か無限大になるとすれば，第 2 段階のゲームでクールノ一均衡は競争均衡に収束すると言える。各

企業が販売量ではなく価格を戦略変数として行動するべルトラン流のゲームの場合，その解は競争
( 6 )

均衡に一致することが知られている。各企業が販売量を戦略変数として行動するクールノ 一流のゲ

ームでも，戦略的にあたかも拡販意識があるかのようにふるまうものとすれば，その解は結局競争

均衡，したがってベルトラン均衡に一致するのである。このような観点から見れば，通常のクール

ノ一競争の想定は不徹底であるといえよう。

簡単化のため，以上では平均費用が規模に関して不変と仮定したが，形式的には規模に関して費
( 7 )

用通増ないし通減のケースも同様に分析することができる。規模に関して費用通減のケースでは， 

/S i ,卢2 はやはり無限大に発散すると考えられる。というのは，費用通減のケースでは各企業にとっ 

て規模の拡大はますます有利となるからである。この場合，第 2 段階のゲームでは，か，卢2 がとも 

に無限大になるため均衡は存在しない。他方，費用通増のケースでは規模の拡大の有利性が減殺さ 

れるので，ル，知の値が有限に決まる可能性がある。この場合，第 2 段階のゲームは第3 節の（i )  
で論じたようなものとなる。いずれにせよ，本節の分析は企業の真の目的が利潤最大化にあるよう 

な場合ですら（2 8 ) (あるいは（1) ) のような目的関数を最大化するように行動していると見なすこ 

とを正当化するものといえよう。

注 （6 ) この帰結はベルトラン逆説（Bertrand p a ra d o x )と呼ばれている。詳しくはTirole (1 9 8 9 ) ,第 5
章参照。

( 7 ) ただし，現在の簡単なモデルですら解の計算はきわめて複雑になる。ここではその詳細については 

報告しないことにした。
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6 . お わ り に

以上，簡単なモデルによって，拡販意識に基づく企業間の市場競争が個々の企業の業績や経済厚 

生 （社会的余剰）に及ぼす影響を考察した。一般に，企業の拡販意識が強ければ強い程その販売量 

は増加し，製品価格は低下する。また，拡販意識の高い（日本型）企業の販売量はそうした意識が 

弱 い （欧米型）企業の販売量を上回るといえる。しかし，企業の拡販意識が企業間利潤格差や経済 

厚生に及ぼす効果は企業の費用構造に依存している。

平均費用が規模に関して不変，ないし通減的な場合には，日本型企業は欧米型企業よりも必ず高 

い利潤をあげることができる。また，企業の拡販意識の増大はいつでも世界全体としての経済厚生 

を高めるように作用する。この意味では，企業間の市場競争は熾烈であればある程よいと言える。 

しかし，日本と欧米からなる世界を考えると，日本企業の拡販意識が高まれば，日本の経済厚生は 

必ず増加するが，欧米のそれは減少し，両者の間に利害の対立が生じる可能性がある。こうした結 

論は費用通増のヶースには必ずしも妥当しない。日本型企業の拡販意識が欧米型企業にくらベて強 

くなり過ぎると，前者の利潤は後者のそれを下回るようになる。また，外国のみならず日本の経済 

厚生も低下するであろう。

本稿では，日本型企業と欧米型企業の複占モデルを考えた。しかし，以上の分析は各タイプの企 

業が多数存在する場合や新規企業が利潤を求めて自由に参入する場合にも拡張可能である。また本 

稿の基本的な仮定は，企業が利潤のみならず販売量にも関心をもつとするものである。日本型企業 

のように，経営者が株主の支配から開放されているような場合には，この仮定はかなり「現実的」 

なものといえよう。しかし，第 5 節で示したように，企業の真の関心が利潤のみにあるような場合 

ですら，企業が戦略的に販売量にも関心を示すと仮定することがむしろ妥当であろう。

以上では，平均費用が規模に関して不変，通増的，通減的の3 つのヶースを別々に考察したが， 

実際には平均費用と生産規模との関係自体が規模に依存して変化すると考えられる。広く観察され 

るU 字型の平均費用曲線の場合，企業の拡販意識と企業間利潤格差や経済厚生との関係は市場規模 

が大きいか小さし、かで異なったものとなろう。両企業がまったく同一の製品を生産するという仮定 

やクールノー 的に競争するという仮定も一面的である。各企業が差別化された製品を生産し，たと 

えばべルトラン的に行動する場合についても考察する必要があろう。
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